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1．はじめに

レクリエーションとは、余暇時間に娯楽として
行われる自発的な活動のことであり、保育、教育、
介護など様々な場面で取り入れられている。レク
リエーションの中で行われる活動はレクリエーショ
ン活動として扱われ、その内容は缶蹴り、鬼ごっ
こなどの遊びからバレーボール、サッカーなどの
スポーツに至るように多岐にわたっている。

レクリエーションを国家が推進し、国民に広く
普及するきっかけとなった出来事は、1929年の
ニューヨークのウォール街に端を発した世界恐慌
である。この大恐慌による不況と不安に対抗する
対策として、余暇を管理する国民運動としての「レ
クリエーション運動」が実施された 1）。

日本におけるレクリエーションは、1938年の日
本厚生協会の結成を始まりとし 2）、第二次世界大

戦時には国民の体位向上を目的として「厚生運動」
という名称で、厚生體操等が行われた3）。その後、
連合国軍総司令部（GHQ）の占領政策の一環とし
て、疲弊した日本人の活力を蘇らせるために、
フォークダンス等を中心とした「レクリエーショ
ン運動」が行われた 4）。「レクリエーション運動」
がアメリカで誕生した時から今日に至るまで、レ
クリエーションは各時代の政策や社会情勢に影響
を受けながら、活動内容や趣旨を変化させてきた。

第二次世界大戦後の日本におけるレクリエーショ
ンの普及を担ってきた団体は、日本レクリエーショ
ン協会である。そして日本レクリエーション協会
の中心的な活動として全国レクリエーション大会
の開催が挙げられる。その理由は、2つある。1つ
目は、日本レクリエーション協会の前身である日
本レクリエーション協議会の設立が1947年に開催
された第1回全国レクリエーション大会にて決定
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されたことである5）。そして、2つ目は協会創設期
から2019年の第73回大会に至るまで継続的に開
催されていることである 6）。

また、全国レクリエーション大会では、各種レ
ク関連団体および関係者らが参加し、当時行われ
ていたレクリエーション活動を大会の実施種目と
して発表・紹介していた。また、労働問題や女性
のレクリエーション活動への参加など当時のレク
リエーション活動が抱えていた問題を大会テーマ
や分科会の議題として取り上げて討議し、大会以
降のレクリエーション活動の方向性を大会決議と
して定め、政府と地方公共団体に要請していた。

これらのことからその当時に全国レクリエーショ
ン大会において設定されていたテーマや紹介され
た実施種目は、その時代のレクリエーション活動
の内容を表すものといえる。

この全国レクリエーション大会に関する資料と
して、全国レクリエーション大会報告書がある。
この報告書は、各大会終了後に開催地の行政機関
やレクリエーション協会の関係者によって組織さ
れた大会実行委員会より発行される。この資料に
は各分科会における議事録や実施種目の紹介の写
真などが詳細に記されており、当時の大会の様子
を明らかにする上で貴重な資料である。ただし、
各大会報告書は開催地側の視点によりまとめられ
た資料であるため、全国レクリエーション大会に
関する協会側の視点をまとめた資料を同時に分析
する必要がある。この資料が日本レクリエーショ
ン協会発行の記念誌である日本レクリエーション
協会五十年史である。この資料は日本レクリエー
ション協会創設以前の日本厚生協会の活動から
1997年までの日本レクリエーション協会の活動の
歴史をまとめた資料である。この資料からも全国
レクリエーション大会を見ていくことで全国レク
リエーション大会に対する協会側の視点が補完で
きるといえる。

また、前述のようにレクリエーションはその時
代の政策や社会情勢に影響を受けながら活動内容
や趣旨を変化させてきたため、対象時期やその前
段階におけるレクリエーションに関する法律や社
会情勢もみていくことでレクリエーション活動の
変化の要因となる社会的な背景が明らかになると

考える。
次に本研究の対象時期となる高度経済成長期は、

一般的に神武景気が始まったとされる1955年から
1973年までとされており 7）、日本の経済が大きく
発展した時期である。この時期の日本のスポーツ
環境を大きく変えるきっかけとなったのが1964年
に開催された東京オリンピックである。日本オリ
ンピック委員会は、日本のスポーツはそれまで学
校の部活や体育会を中心に進んできたが、東京オ
リンピックが転機となって社会体育が発展したこ
とを挙げている8）。このように高度経済成長期は、
日本がオリンピックという世界的規模のイベント
を開催したことに加えて、経済の面で大きな変化
を遂げた時期であったといえる。そのため、社会
情勢の影響を受けて変化してきたレクリエーショ
ン活動の内容は現在と異なることが推察される。

これまでのレクリエーション活動に関する歴史
研究は、第二次世界大戦時に開催された日本厚生
大会の活動内容に着目した都築ら（2011）の研究
や 9）、占領下のレクリエーション活動と教育改革
の関係に着目した加藤ら（2012）の研究などが挙
げられる10）。しかし、その後の日本社会が経済面
で大きく変化した時期の一つとして高度経済成長
期があるにも関わらず、その時期のレクリエーショ
ン活動を対象とした研究は少ない。

そこで本研究は、1964年の東京オリンピック開
催前後におけるレクリエーション活動の変化に着
目し、全国レクリエーション大会及びレクリエー
ションに関する法律などを分析することにより、
高度経済成長期のレクリエーション活動の変容を
明らかにすることを目的とした。

2．�高度経済成長前期の全国レクリエーショ
ン大会

本研究では1964年東京オリンピックまでの10
年間（1955年～1964年）を高度経済成長前期（以
下、前期とする）、東京オリンピック翌年から高度
経済成長の終了までの9年間（1965年～1973年）
を高度経済成長後期（以下、後期とする）と定め
た。
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2.1　各大会の特徴
前期の各大会メインテーマを見ていくと、「職場

レクリエーションの諸問題」（第10回）、「生産活動
とレクリエーション」（第14回）、「勤労とレクリ
エーション」（第15回）のように労働問題に関す
るメインテーマを設定した大会は10大会中4大会
であった。そのため、この時期の中心的な課題は
労働問題であったことが示唆される。また、第16
回大会、第17回大会では、労働時間の対概念であ
る余暇時間を取り上げ、その余暇時間を有効に使
うための方策を考えるという、より具体的なテー
マとなっている。

特に第17回大会では、青少年を対象として商業
娯楽施設でのレクリエーション活動と、当時では
健全な娯楽とされていた野外活動などの消費を伴
わないレクリエーション活動のバランスを協議し
た 11）。

これらのことから、前期では労働問題や余暇時
間に対してのレクリエーションの在り方を問うテー
マが設定されていたといえる（表1）。

前期の各大会における分科会で議論されていた
内容は多岐にわたるが、この時期の特徴として女
性に焦点を当てた議題は10大会中5大会で設定さ
れていた。内容は以下の通りである。
◦	「農村婦人のレクリエーション活動について」12）

（第9回）
◦	「婦人とRについて」13）（第11回）
◦	「婦人とレクリエーション」14）（第12回）
◦	「婦人のレクリエーション」15）（第15回）
◦	「婦人のレクリエーション活動を生活化するため

にはどのようにすればよいか」16）（第17回）
このように前期では、上記の分科会で討議され

ているように、女性の余暇時間の活用、とりわけ
レクリエーション活動への参加が社会課題となっ
ていたことが分かる。

これらの分科会内の発言から当時の状況を見て
いくと、1955年に開催された第9回大会報告書に
おいて、婦人の自由時間については「自由時間は
普通2時間であり、その利用は決まっていない者
が多い。」17）という発言や、「特に休みが男子の半分

表1　前期の大会概要

 

メメイインンテテーーママ 開開催催県県 実実施施種種目目

第9回
（1955年）

農漁村におけるレクリエーション問題について 宮崎 郷土芸能大会、フォークダンス、民謡の夕、音楽の夕、展覧会

第10回
（1956年）

職場レクリエーションの諸問題について 大阪
軽スポーツ大会（レク・ソフト、リングテニス、ゲートボール、コードボール、ティザボール、ラウンドテニス、
エスキーテニス、ショートコート・ハンドボール、シャワボール、スティックボーリング、ロケットボール、ボックスホッケー、
ホースシューズ、ゴールハイ）、日本民踊とフォークダンスを楽しむ夕、全国郷土芸能大会

第11回
（1957年）

市町村体育指導委員とレクリエーションの関係
社会的緊張とレクリエーション

広島
日本民謡とフォークダンスを楽しむ会、レクリエーションの夕(ブラスバンド、合唱、お国自慢紹介、オーケストラ)、
全国郷土芸能の発表と紹介

第12回
（1958年）

レクリエーションが人間形成に如何に貢献するか 愛知 フォークダンスの夕、日本民謡の夕、展示会（写真、手芸品、工芸品）

第13回
（1959年）

レクリエーション振興のための組織の強化 神奈川

軽スポーツ(パスボールリレー、ボールポンリレー、ヒットエンドラン、ホットボール、人柱バスケットボール、水まき競走、
水汲み、大島あんこ、デコボールリレー、馬とびリレー、手のひら叩き、ハドル・レディー・ゴー、もの貰い競走、
たいかたこか、シャワーボール、ピン倒しドッチボール、上と下)、体操(美容体操、パートナー体操)、フォークダンス、
日本民謡(磯節浜おどり、大漁節、秩父音頭、草津節、東京音頭、粘土節、宇都宮音頭、野毛の山、ダンチョネ節、箱根の山、
鎌倉)、歌唱(静けき森、草原に、楽しい歌声)、バンブーダンス、イスラエル民踊

第14回
（1960年）

生産活動とレクリエーション 北海道
実技指導会（簡易バレーボール、フォークソング、洋弓、ウォールテニス、ボーリング）、郷土民芸（手踊り）、民謡、民踊、
フォークダンス交歓会

第15回
（1961年）

勤労とレクリエーション
観光とレクリエーション
郷土文化とレクリエーション

新潟

歓迎の夕(越後獅子、新発田甚句、新津松坂、砂山、お六甚句、新潟おけさ）、交歓の夕(お江戸二本松、東京音頭、秩父音頭、
大宮おどり、十日町小唄、新潟甚句、コロブチカ、オクラホマミキサー、砂山)、レクリエーション(器楽合唱、コーラス、
民謡)、実技指導(うたとゲーム、テント張競走、湯わかし競走、三俵競走、救急ゲーム、）、全国ゲートボール
大会、クラブ活動見学及び参加(卓球、排球、軟式野球、庭球、野球、蹴球、ゴルフ、茶道、音楽、写真)、
郷土芸能披露(鬼太鼓、相川甚句、相川音頭、佐渡おけさ、獅子舞、棒踊、四ツ斬の舞、豊栄小唄)、キャンプファイヤー

第16回
（1962年）

現代における余暇の分析と利用について 鳥取 フォークダンス、サイクリング、キャンプファイヤー

第17回
（1963年）

現代社会における自由時間とその利用
(特に青少年に重点を置いて)

福井
郷土芸能紹介(あゝ北の庄、三国節、馬鹿ばやし、九頭太鼓)、県外芸能(ジョンガラ節、あずみおどり)、レクリエーション教室
（フォークダンス、民踊、軽スポーツ・室内ゲーム、頭の体操、水泳、美容職場体操、長生・厚生体操、奇術、創造劇、
カメラ）、協賛団体行事(サイクリング、福井祭、フォークダンス)

第18回
（1964年）

明日の生活とレクリエーション 兵庫 フォークダンス、神戸市民毎日登山見学、宝塚歌劇観劇、歓迎の夕(コーラス、鼓笛演奏、奇術、郷土芸能)

（出所）日本レクリエーション協会「レクリエーション運動の五十年-日本レクリエーション協会五十年史」及び第9回から第18回大会報告書より著者作成
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であり、家事労働に多くの時間を要することから、
男性の理解、一家の話合いが重要な問題である。」18）

という発言が記されている。また、同じ報告書の
中で記されている1955年当時の1日のスケジュー
ルは表2の通りである。

2.2　各大会の実施種目
前期における各大会の実施種目は、フォークダ

ンスが全大会で実施されたことが特徴的であった。
フォークダンスは、全国レクリエーション大会第
1回大会から毎回実施され、日本レクリエーショ
ン協会が中心種目として扱っていることが分かる。

なお、戦後占領下で実施されていたドッグレー
スのような日本ではなじみのない種目は実施され
なくなっていることから、前期の実施種目にはア
メリカの影響が薄れていると言える（表3）。

前期では、舞踊や鬼太鼓、獅子舞などの郷土芸
能の紹介が多く実施されている。郷土芸能の紹介
は前期の大会においてフォークダンスに次ぐ実施
回数があることと（表3）、第10回大会における
郷土芸能の発表紹介の責任者である栗本義彦氏が

「明るく壮重なふん囲気（原文ママ）の内に終わっ
た開会式に引き続いて、大会恒例の全国郷土芸能
の発表紹介が6時30分かっきりに開幕された」21）

と記していることから前期の中心種目の1つとし
て取り扱われていたことが推察される。

3．�高度経済成長前期の社会情勢がレクリ
エーション活動に与えた影響

「レクリエーション」が法律の中で最初に言及さ
れたのは1949年の社会教育法である。

この法律においてレクリエーション活動に関連
する条文は表4の通りである 22）。

また、1958年に開催された第12回大会報告書で
は「婦人が月に3回お出かけになるのは、どうも
家庭の方で何か不満がおできになりはしないか」19）

という発言の記述があることから、この頃には女
性が外出をするだけで家庭内不満が起こるという
考えが根強く残っていたことが示唆される。

次に1961年に開催された第15回大会報告書に
おいては「家庭の主婦の余暇は漸次増しつつあり
ますが、その使い途をみると①テレビ②稽古事③
宗教となり、体育は5％しかなくて、余暇のほと
んどはごろ寝となっている」20）との記述がある。

これらのことから、当時の女性は家事の負担や
当時の求められる女性像などから、男性と比較し
余暇時間が少なく、外出しづらい状況にあったこ
とがわかる。また、前期後半には家電製品の発展
や普及に伴い、それまでの時期に比べて家事の負
担が軽減したが、それで得られた余暇時間の活用
はテレビや睡眠に当てており、気分転換のための
遊びやスポーツ等のレクリエーション活動が実施
できていないことがわかる。

表3　前期の大会における実施種目の実施回数
実実施施回回数数 実実施施種種目目

10 フォークダンス　

8 郷土芸能・郷土民芸

7 民謡

4 合唱・歌唱・コーラス

3 オーケストラ・器楽合唱・鼓笛演奏

2 展覧会・展示会、ゲートボール、シャワーボール、美容体操・美容職場体操、民踊、キャンプファイヤー、サイクリング、奇術　（8種目）

1

ステイックボーリング、ロケットボール、ボックスホッケー、ホースシューズ、ゴールハイ、ブラスバンド、お国自慢紹介、パスボールリレー、ボールポンリ
レー、ヒットエンドラン、ホットボール、人柱バスケットボール、水まき競争、水汲み、大島あんこ、デコボールリレー、
馬とびリレー、手のひら叩き、ハドル・レディーゴー、もの貰い競争、たいかたこか、ピン倒しドッチボール、上と下、パートナー体操、
バンブーダンス、イスラエル民謡、簡易バレーボール、フォークソング、洋弓、ウォールテニス、ボーリング、うたとゲーム、テント張り競争、湯沸かし競
争、三俵競争、救急ゲーム、卓球、排球、軟式野球、庭球、野球、蹴球、ゴルフ、茶道、音楽、写真、軽スポーツ・室内ゲーム、
頭の体操、水泳、長生・厚生体操、創造劇、カメラ、神戸市民毎日登山見学、宝塚歌劇演劇、音楽、レク・ソフト、リングテニス、
コードボール、ティザーボール、ラウンドテニス、エスキーテニス、ショートコート・ハンドボール　　　　　　（62種目）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出所）第9回から第18回大会報告書より著者作成

表2　1955年の1日のスケジュール

室内 室外

主人 5時45分 10時10分 1時間50分 7時間30分 9時間20分 3時間20分

主婦 5時10分 10時15分 4時間20分 4時間55分 9時間15分 2時間50分

（出所）野村憲一郎編「第9回全国レクリエーション大會報告書」22頁より引用

　　項目
対象

作業時間
起床時刻 就寝 計 自由時間
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これらの記述が基となり、日本レクリエーショ
ン協会は、社会教育法によってレクリエーション
活動が法律の拠り所をえたこと、法律上で国や地
方公共団体の責任事務としてのレクリエーション
活動が規定されたことを変化として挙げている23）。

次に1950年に制定された国家公務員法において
レクリエーション活動に関する記述として第73条
の中にレクリエーションが含まれている24）（表5）。

この法律については、「わが国において職場の体
育・スポーツ活動が、法的根拠でもって最初に具
体的に奨励され位置づけられた」25）とされており、
この法律の影響についても「一つのモデルとして
民間企業産業の労務管理政策にも大きな影響を与
えてきた」25）ことが報告されている。

このように高度経済成長を迎える以前から、政
府はレクリエーションの社会的価値を認め、法的
根拠に基づいて労働環境の整備に取り組んでいた
ことがわかる。しかしながら、前期においても労
働時間に比べ余暇時間は充実したとは言えず、多
くの課題を内包していた。特に、社会において労
働問題への関心が高まり、この対策として国や地
方公共団体でレクリエーションを普及することが
政府から望まれた。こういった社会的な要請があっ
たことから、2章に記載した通り、前期の全国レ
クリエーション大会において労働問題を取り扱う
テーマが多かったことに繋がったと考えられる。

また、前期後半に制定された「スポーツ振興法」
による職場スポーツや野外活動の普及が、結果と

してレクリエーションの普及にもつながったと考
えられる。「スポーツ振興法」は1961年に制定さ
れた、日本のスポーツ振興の基本となる法律であ
る。この法律においてレクリエーション活動の普
及につながる内容が書かれた条文は以下の通りで
ある 26）（表6）。

スポーツ振興法制定の目的としては、スポーツ
を用いて国威発揚を図ろうとしていたこと、国民
の生活を仕事中心の生活から、余暇時間等にスポー
ツなどをするような豊かな生活へ変化させようと
したことが報告されている27）。これらのスポーツ
振興法の目的と内容に合致した活動が、まさにス
ポーツを含めたレクリエーション活動であった。
そのため、スポーツ振興法はスポーツを中心とし
たレクリエーション活動を普及する上での強力な
法的根拠となった。日本レクリエーション協会五十
年史に「協会が推進するレクリエーション運動に
最も影響力があった法律は1961（昭和36）年に公
布された『スポーツ振興法』であった。」28）と記さ
れていることからも、その影響の大きさがうかが
える。

また、1959年に東京オリンピックの開催が決定
しており、開催に際して日本全体でスポーツを普
及させる気運となったこともスポーツ振興法制定
の要因として挙げられ、東京オリンピックを軸に
スポーツが文化として人々に広められたことが推
察できる。

このように、社会教育法から始まり、スポーツ
振興法へと続く関連法の制定によるレクリエーショ
ンへの関心の高まりが、前期のレクリエーション
活動の背景にあったと言える。

表4　社会教育法におけるレクリエーション活動
に関する記述

 

（市町村の教育委員会の事務）

第五条

市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は、社会教育に関し、当該
地方の必要に応じ、予算の範囲内において、次の事務を行う。

十七　視聴覚教育、体育及びレクリエーシヨンに必要な設備、器材及び資料
の提供に関すること。

（出所）衆議院「社会教育法」より著者作成

この法律において「社会教育」とは、学校教育法（昭和二十二年法律第二十
六号）又は就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に
関する法律（平成十八年法律第七十七号）に基づき、学校の教育課程として
行われる教育活動を除き、主として青少年及び成人に対して行われる組織的
な教育活動（体育及びレクリエーシヨンの活動を含む。）をいう。

（社会教育の定義）

第二条

表5　国家公務員法におけるレクリエーション活
動に関する記述

 

（能率増進計画）

第七十三条

内閣総理大臣及び関係庁の長は、職員の勤務能率の発揮
及び増進のために、次に掲げる事項について計画を樹立し、
その実施に努めなければならない。

二　職員のレクリエーションに関する事項

（出所）人事院「国家公務員法」より著者作成

表6　スポーツ振興法におけるスポーツや野外活
動の普及に関する記述

 

（職場スポーツの奨励）

第九条

国及び地方公共団体は、勤労者が勤労の余暇を利用して積極的にス
ポーツをすることができるようにするため、職場スポーツの奨励に必要な措
置を講ずるよう努めなければならない。

（野外活動の普及奨励）

第十条

　国及び地方公共団体は、心身の健全な発達のために行なわれる徒歩
旅行、自転車旅行、キャンプ活動その他の野外活動を普及奨励するた
め、コースの設定、キャンプ場の開設その他の必要な措置を講ずるよう努
めなければならない。

（出所）衆議院「スポーツ振興法」より著者作成
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4．�高度経済成長後期の全国レクリエーショ
ン大会

4.1　各大会の特徴
後期の各大会のメインテーマを見ていくと、「自

然とレクリエーション」（第21回）、「レクリエー
ションと体力づくり」（第22回）、「生活環境とレク
リエーション」（第25回）に表されるように様々
な分野へのレクリエーションの活用を考えるテー
マを設定した大会が多く見られた（表7）。労働問
題を主に取り上げていた前期の大会と比較し、よ
り大局的な視点でレクリエーションを考察するよ
うに変化したといえる。

なお、この時期は、1964年にスタートした「レ
クリエーション研究懇談会」を基に1965年に「日
本レクリエーション研究会」が組織され、1971年
に「日本レクリエーション学会」が設立されるな
ど、レクリエーションに関係する学術団体が発展
した時期でもある。

次に後期の各大会における分科会で議論されて
いた討議内容を見ていくと、前期で多く議論され
た女性のレクリエーション活動への参加を促す方
策についての議題は、第19回大会の「婦人のレ

ジャー」29）と第26回大会の「効果的なレク指導の
諸問題―婦人の指導」30）の2回と減少している。

この背景には、1964年東京オリンピックで女子
バレーボール代表チームが金メダルを獲得したこ
とを契機に、小・中学校等のPTAや地域の婦人な
どをベースとして、主婦によるバレーボール活動
が盛んに行われるようになり 31）、女性のレクリ
エーション活動への参加が促進されたことから、
女性のレクリエーション活動への参加を促す必要
性が薄れてきたことがあると推察される。

4.2　実施種目
後期の大会における実施種目においても、フォー

クダンスを実施した記録が報告書に無い第24回大
会を除いてフォークダンスが継続的に実施されて
いることがわかる（表7）。

前期に開催された第18回大会までは郷土芸能を
積極的に紹介していたが、後期では郷土芸能を紹
介する大会は減少し、代わりにサイクリングとホ
ステリングが9大会中8大会で実施されているこ
とから、これらの種目がそれまでのフォークダン
スと同様に中心種目として扱われていたことがわ
かる。

表7　後期の大会概要

 

第19回
（1965年）

現代社会におけるレジャー対策と科学的研究 山形
レクリエーション教室（サイクリング、フォークダンス、ホステリング、民踊、奇術、人形劇、手工芸、健康体操、歌、スタンツ、腹
話術、カメラ、ゲーム[軽体操と歌、サッカー、バスケットボール、バレーボール、シンキングゲーム、指遊び、
当てもの、足相撲、腰相撲、投げ縄、輪投げ、瓶回し、ボーリング]）

第20回
（1966年）

次の20年の躍進をめざすレクリエーション活動推進のた
めの組織づくり

長崎
スポーツ活動（簡易バレーボール、パンボン、クロッケー、バスケットボール、ピンポン）、九州民踊、フォークダンス、
サイクリングラリー、ユースラリー、歌唱指導

第21回
（1967年）

自然とレクリエーション 滋賀
水上スキー大会、花火・盆踊り大会、郷土資料展、ハイキング、ハンドクラフト、水中ゲームと楽しい歌、フォークダンス、
ピクニック、ユースホステルラリー、サイクリングラリー

第22回
（1968年）

レクリエーションと体力づくり 千葉
フォークダンス、婦人バレーボール、簡易バレーボール、バスケットピンポン、クロッケー、ホステリング、パンボン、
サイクリング、シャッフルボード、ファンボール

第23回
（1969年）

変貌する社会とレクリエーション 岡山
フォークダンス、ハンドクラフト、簡易スポーツ（クロッケー、ピンポン、バスケットピンポン、バドミントン、
バレーボール）、婦人バレーボール大会、ホステリング、ハイキング大会、サイクリング

第24回
（1970年）

人間にとってレジャーとは何か 山梨 大キャンプファイヤー、歌と踊りの夕、お中道めぐり

第25回
（1971年）

生活環境とレクリエーション 北九州市 ゴルフ、オリエンテーリング、フォークダンスと民謡の集い、陶芸、アマチュア無線、華道、ボウリング、サイクリング

第26回
（1972年）

レクリエーションで結ぶ国民の広場
－より高い福祉団体社会の建設をめざして-

東京都
フォークダンス、簡易スポーツ大会（バスケットピンポン、ファミリーテニス、リングテニス）、オリエンテーリング大会、
サイクリング大会、皇居周辺の史跡めぐりホステリング、氷上スケートフォークダンスカーニバル

第27回
（1973年）

豊かな生活をつくるコミュニティ・レクリエーション－
なかまと健康といきがいと－

茨城
ホステリング、フォークダンスと民踊のつどい、簡易スポーツ大会（パンボン、バスケットピンポン、リングテニス、
インディアカ）、吟行、野だて、オリエンテーリング、サイクリング、陶芸、詩吟

（出所）第19回から第27回大会報告書より著者作成

メメイインンテテーーママ 開開催催県県 実実施施種種目目
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この要因としては、スポーツ振興法の中で自転
車旅行や野外体験が普及奨励されていることから、
行政としてこれらの活動を奨励していたことが挙
げられる。

また、前期の大会では、軽スポーツとしてショー
トコート・ハンドボールや人柱バスケットボール
のように既存のルールを変更した形のスポーツ種
目が実施されていたが、後期ではバレーボールや
サッカー、ボウリング、ゴルフなどのスポーツ種
目を全国レクリエーション大会の中で実施してい
る回数が多くなっていることが特徴である。

この変化には1964年に開催された東京オリン
ピックや当時沸き起こったゴルフブーム32）、ボウ
リングブームが契機となり33）、中心的な実施種目
がスポーツ・レクリエーションへ変化したと考え
られる。さらに、前期では実施されていなかった
バレーボールの試合が9大会中4大会で行われた
ことから、当時のバレーボール人気がレクリエー
ション活動に影響をもたらしたと示唆される。そ
して後期の大会では、実施回数が1回の種目が前
期に比べて62種目から38種目とほぼ半減してい
ることから、各大会の種目数を減らし、1種目あ
たりの普及や紹介に力を入れた運営がなされるよ
うになってきたことが分かる（表8）。

5．�高度経済成長後期の社会情勢がレクリ
エーション活動に与えた影響

後期のレクリエーション活動に与えた社会情勢
の変化として東京オリンピック開催後に起こった
スポーツブームが挙げられる。特にオリンピック
の影響が大きかったのはバレーボールである。女

子バレーボール代表チームが金メダルを獲得した
ことがきっかけとなり、バレーボールブームが起
きた 8）。このバレーボールブームの中心は女性た
ちによるママさんバレーボールで、1970年には第
1回全国ママさんバレーボール大会が開催される
ほど普及した34）。バレーボールが普及した理由と
して、身体的接触がなく安全であることや、運動
量や体格を考慮して自分にあったポジションが選
択できるなどの競技特性と、日本では、学校教育
でバレーボールが行われていたため、用具やコー
トが各地に整備されていたという環境要因があっ
たことが考察されている 35）。

また、バレーボール以外でこの時期にブームと
なった種目にはゴルフとボウリングがある。ゴル
フブームが起きた要因としては、高度経済成長期
にゴルフ場が多く建設され、ゴルフ場へのアクセ
シビリティが向上したことと、青木功、尾崎将司、
中嶋常幸に代表されるプロ選手の活躍が挙げられ
る36）。一般社団法人日本ゴルフ場経営者協会によ
る調査では、調査が開始された1957年から1973
年にかけて、ゴルフ場の数が全国 116 ヶ所から
773ヶ所へと約7倍に増えている。また、延利用者
数も182万人から3,365万人と約18倍に増えてい
ることから37）、この時期にゴルフ人口が急増した
と言える。

ボウリングにおいても、ゴルフと同様に全国各
地でボウリング場が多く建設されたことと、当時
活躍した中山律子の人気が合わさり、ブームが起
きた38）。公益社団法人日本ボウリング場協会の調
査によると、1969年からピークに達する1972年
の4年間で970ヶ所から3,697ヶ所と短期間で大幅
な増加を示している 39）。

表8　後期の大会における実施種目の実施回数

 

実実施施回回数数 実実施施種種目目

8 サイクリング・サイクリングラリー、フォークダンス、ホステリング(ユースラリー・ユースホステルラリー)

4 バスケットピンポン　バレーボール・婦人バレーボール・簡易バレーボール

3 オリエンテーリング、民踊、パンポン、クロッケー

2 手工芸・ハンドクラフト、バスケットボール、ボーリング、歌・歌唱指導、ピンポン、 ハイキング、陶芸、リングテニス（8種目）

1

奇術、人形劇、健康体操、スタンツ、腹話術、カメラ、軽体操と歌、サッカー、シンキングゲーム、指遊び、足相撲、腰相撲、
投げ縄、輪投げ、瓶回し、シャッフルボード、水上スキー大会、花火、盆踊り大会、郷土資料展、ハンドクラフト、
水中ゲームと楽しい歌、ピクニック、ファンボール、バドミントン、大キャンプファイヤー、歌と踊りの夕、お中道めぐり、ゴルフ、
民謡、アマチュア無線、華道、ファミリーテニス、氷上スケートフォークダンスカーニバル、インディアカ、吟行、野だて、鮮吟
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38種目）

（出所）第19回から第27回大会報告書より著者作成
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この時期のスポーツブームの中心となったバレー
ボール、ゴルフ、ボウリングには、1.東京オリン
ピックでの日本チームの活躍や各大会でのプロ選
手の活躍、2.体格や体力による優位性が発揮され
ない競技特性、3.施設増加による実施環境の整備
が進んだことといった共通点がある。特に体力に
よる優位性が伴わない競技特性と環境整備はレク
リエーションを楽しむために重要な要素である。
これらのスポーツの特徴が、気晴らしや疲労を癒
して元気をとりもどすというレクリエーションの
性質と合わさり、さまざまな現場で多く取り扱わ
れていたといえる。

6．まとめ

本研究の目的は、1964年の東京オリンピック開
催前後におけるレクリエーション活動の変化に着
目し、全国レクリエーション大会及びレクリエー
ションに関する法律などを分析することにより、
高度経済成長期のレクリエーション活動の変容を
明らかにすることであった。

まず、前期の全国レクリエーション大会では、
労働問題に関連する内容をメインテーマとして掲
げた大会が多く見られた。実施種目では、フォー
クダンスが継続的に実施されていたこと、郷土芸
能の紹介を多く実施していたことが特徴であった。
分科会で議論されていた内容では、女性の余暇時
間の活用、とりわけレクリエーション活動への参
加の少なさに関する議題が多く見られた。さらに
前期には社会教育法をはじめとした各種法律に労
働問題解決のためにレクリエーションの活用が推
進され、地方公共団体へ勤労者の余暇活動として
レクリエーションを導入することが要請された。
これらのことから、前期のレクリエーション活動
は労働問題解決のための方法として積極的に推進
されていたことがわかる。

次に、後期の大会では、様々な分野へのレクリ
エーションの活用を考える内容をメインテーマと
して掲げた大会が多く見られた。実施種目では、
サイクリングなどの野外活動やスポーツ種目の実
施回数が前期に比べて増加したことなどが特徴と
言える。それぞれの実施回数の増加について、野

外活動では、1961年制定のスポーツ振興法におけ
る普及奨励の影響があるだろう。スポーツ種目で
は、1964年東京オリンピック開催によるスポーツ
への関心の高まりが契機となった「スポーツブー
ム」が背景にあったと考えられる。また、各大会
の種目数を減らし、1種目あたりの普及や紹介に
力を入れた運営に変化した。分科会で議論されて
いた内容では、前期で多く議論された女性のレク
リエーション活動への参加を促す方策についての
議題が減少していた。これらのことから、後期の
レクリエーション活動は東京オリンピックに向け
た政策や法律の制定によってスポーツ施設が充実
したことや、国民のスポーツへの関心の高まりに
よるスポーツ参加機会の向上を受け、レクリエー
ション活動としてスポーツが多く用いられていた
ことがわかる。

前期と後期のレクリエーション活動を比較する
と、前期のレクリエーション活動は、前期以前の
社会教育法等からスポーツ振興法にかけての、国
からの普及推進を後ろ盾に後期への拡大基盤を整
えたといえる。そして、後期ではオリンピックムー
ブメントをきっかけとした国民のスポーツへの関
心の高まりによって、スポーツを中心としたレク
リエーション活動へと変容したといえる。
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